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経済・経営 

【代表的な研究テーマ】 

□ 製造業における研究開発の戦略とマネジメント 

 

■ 経営学 

■ 経営戦略 

■ 技術経営 

■ 国際経営 

■ イノベーション 

課題解決に役立つシーズの説明 

【専門分野】 

専門分野は経営学で、主に経営戦略論、技術経営論、国際経営論などの領域で研究・教育に従事し

ている。 

 

【研究の概要】 

日本の製造業の競争力について、特に研究開発の戦略とマネジメントに注目して研究を行っている。

具体的には、日本のエレクトロニクス企業を主な研究対象として取り上げ、研究開発の国際化と多角化

をキーワードとして調査・分析を進めている。研究の中長期的な目標は、こうした研究開発の戦略・マネ

ジメントと企業の持続的な競争優位との関係について明らかにし、理論的フレームワークを構築するこ

とである。 

周知の通り、近年日本の製造業は国内の少子高齢化や経済の長期的な停滞、先行きが不透明なエ

ネルギー政策など、様々な問題に直面している。また、新興国の目覚ましい発展とともに新たな企業が

グローバル競争へプレーヤーとして次々と参加するようになり、多くの日本企業がこれまでにも増して厳

しい競争にさらされるようになっている。このような国内外の経営環境の変化を受けて、日本企業にはど

のような成長の戦略が考えられるのか。この問題について、前述のキーワードを中心として現在研究を

進めている。 

研究開発の国際化と多角化は、ともに企業の国際成長の原動力となるものである。先進的な知識や

技術が世界中に分散する中、企業は本国環境にのみ頼って研究開発をすすめていては国際競争に勝

ち抜くことができない。また、例えばデジタル家電や自動車などに見られるように、競争力のある製品の

開発に必要とされる技術は近年ますます多様で複雑になっており、様々な技術領域の研究開発が企業

に求められるようになっている。こうした中、日本企業はいかにして研究開発をすすめているのか、また

そこで、上述の二つのキーワードは企業の国際競争力の構築にどのような形で作用するのかについ

て、明らかにしていきたいと考えている。 

研究方法としては、企業に対する訪問・インタビュー調査、二次資料の収集・分析などのほか、企業

の特許取得状況の調査・分析も実施している。企業の取得する特許は、個別企業の詳細なデータ利用

の可能性、長期間のデータをカバーしていることなどから、企業の研究開発の戦略・組織プロセスの特

徴や、その長期的な変化を量的に把握する指標の一つとして有効である。こうした複数の研究方法を

補完的に用いながら、企業の研究開発の実像について多面的に分析を進め、国際競争力構築のメカニ

ズムについて理論的に解明していきたい。 

 

【社会への知識の還元】 

滋賀県内の自治体における企業活動の各種支援について、経営学の立場から関わってきた。また、

大学主催の社会人を対象とした経営戦略・ビジネスプラン等の各種講座の講師や、企業の社員を対象

とした経営・マーケティング戦略研修の講師なども担当している。 

2014 年 4 月から 2019 年 3 月まで、滋賀大学附属の社会連携研究センターの副センター長を兼任し

た。この経験を活かし、今後ますます産官学の連携の必要性が増していく中で、人材育成や企業との共

同研究など様々な活動を通じて、地域社会の課題解決に微力ながら貢献していきたいと考えている。 
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【プロフィール】 

・神戸大学大学院経営学研究

科修了 博士（経営学） 

・静岡県立大学経営情報学部

助手、講師などを経て 2008

年 4 月より滋賀大学経済学

部准教授 

・2014 年 4 月から 2019 年 3 月

まで滋賀大学社会連携研究

センター副センター長を兼任 
 

【主な社会的活動】 

・湖東圏域企業立地基本計画

策定員会委員（彦根市） 

・事業可能性評価委員会「めき

き・しが」評価委員（滋賀県産

業支援プラザ） 

・滋賀県中小企業活性化審議

会委員（滋賀県） 

・滋賀大学エグゼクティブ・プロ

グラム、ビジネスイノベーショ

ンスクール等講師 

・その他、企業研修講師など 

 

【主な著書・論文】 

・『地域マネジメントと起業家精

神』雄松堂出版（影山喜一

編、2008 年、第 2 章「立地優

位と競争力」を担当） 

・「多国籍企業における企業の

境界の理論的視角」『彦根論

叢』第 398 号（単著、2013 年） 

・「日本企業における海外 R&D

拠点の立地と所有戦略の変

化―エレクトロニクス関連産

業の分析―」『滋賀大学経済

学部研究年報』第 24 巻（単

著、2017 年） 

 

企業・自治体へのメッセージ 

これまで大学のゼミナール教育では、訪日観光客や国内消費者の購買行動等について、複数の企

業との共同研究を学生と共に実施してきました。大学に蓄積された知的資産を活用し、商品の開発や

販売促進など、ビジネスの様々な場面の課題解決に貢献していきたいと思います。 


